
令和6年度  上半期  経営情報
（令和6年9月末現在）



（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

経営情報（半期情報の開示について）  
　平素より神奈川県歯科医師信用組合をお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。
令和6年度上半期（令和6年4月1日～令和6年9月30日まで）における経営情報をお知らせいたします。

令和6年11月
理事長　石倉　浩一

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円、％）

区 分 残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/（A）

引当率
（C）/（A－B）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

令和6年3月末 111 19 92 100.00 100.00 
令和6年9月末 109 18 91 100.00 100.00 

危 険 債 権 令和6年3月末 439 340 68 93.29 70.00 
令和6年9月末 392 317 52 94.25 70.00 

要 管 理 債 権 令和6年3月末 159 153 6 100.00 100.00 
令和6年9月末 153 147 6 100.00 100.00 

三月以上延滞債権 令和6年3月末 ─ ─ ─ ─ ─
令和6年9月末 ─ ─ ─ ─ ─

貸出条件緩和債権 令和6年3月末 159 153 6 100.00 100.00 
令和6年9月末 153 147 6 100.00 100.00 

小 計 令和6年3月末 710 513 167 95.85 85.05 
令和6年9月末 655 482 150 96.55 86.95 

正 常 債 権 令和6年3月末 24,135
令和6年9月末 23,909 

合 計 令和6年3月末 24,845 
令和6年9月末 24,564 

（注）	令和6年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算
出しております。従って、令和6年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。

	 〈令和6年9月末の算出方法〉
	 1.	債務者区分については原則として令和6年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等
の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっ
ております。

	 2.	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。
	 3.	「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
	 4.	「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
	 5.	「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（2及び3に掲げるものを除く。）です。
	 6.	「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金（2、3及び5に掲げるものを除く。）です。

	 7.	「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（2、3及び4に掲げるものを除く。）です。
	 8.	「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
	 9.	「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
10.	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の
支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、「そ
の他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるものです。

貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

業 種 別 令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末
金　　額 構成比 金　　額 構成比

製 造 業 30 0.1 ─ ─
農 業 、 林 業 ─ ─ ─ ─
漁 業 ─ ─ ─ ─
鉱業、採石業、砂利採取業 ─ ─ ─ ─
建 設 業 ─ ─ ─ ─
電気、ガス、熱供給、水道業 ─ ─ ─ ─
情 報 通 信 業 ─ ─ ─ ─
運 輸 業 、郵 便 業 ─ ─ ─ ─
卸 売 業 、小 売 業 171 0.7 174 0.7 
金 融 業 、保 険 業 ─ ─ ─ ─
不 動 産 業 474 1.9 530 2.1 
物 品 賃 貸 業 ─ ─ ─ ─
学術研究、専門・技術サービス業 ─ ─ ─ ─
宿 泊 業 ─ ─ ─ ─
飲 食 業 ─ ─ ─ ─
生活関連サービス業、娯楽業 ─ ─ ─ ─
教 育 、学 習 支 援 業 ─ ─ ─ ─
医 療 、 福 祉 11,377 46.4 11,464 46.2 
そ の 他 の サ ー ビ ス ─ ─ ─ ─
そ の 他 の 産 業 493 2.0 470 1.9 
小 計 12,547 51.1 12,639 50.9 
国・地方公共団体等 ─ ─ ─ ─
個人（住宅・消費・納税資金等） 12,007 48.9 12,185 49.1 
合 計 24,554 100.0 24,825 100.0 

損益の状況 （単位：百万円）

区 分 令和6年9月末
業  務  純  益 45 
実 質 業 務 純 益 45 
コ ア 業 務 純 益 45 
コ ア 業 務 純 益

（投資信託解約損益を除く。） 45 

経  常  利  益 63 
当 期 純 利 益 44 

自己資本比率（国内基準） （単位：％）

令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末
自 己 資 本 比 率 6.41 6.17 

預金・貸出金の状況 （単位：百万円）

区 分 令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末
預 金 残 高 46,853 47,140 
貸 出 金 残 高 24,554 24,825 



（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

貸借対照表 （単位：千円）

科 目 金　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末
現 金 358,629 320,604
預 け 金 20,200,905 20,041,893
有 価 証 券 3,306,546 3,517,114

国 債 168,580 273,230
地 方 債 200,450 201,070
社 債 2,854,166 2,957,054
株 式 200 200
そ の 他 の 証 券 83,150 85,560

貸 出 金 24,554,756 24,825,465
手 形 貸 付 223,959 245,759
証 書 貸 付 23,836,050 24,072,020
当 座 貸 越 494,747 507,685

そ の 他 資 産 326,154 336,664
未 決 済 為 替 貸 7,894 9,754
全 信 組 連 出 資 金 194,100 194,100
前 払 費 用 9,079 7,602
未 収 収 益 31,436 35,336
そ の 他 の 資 産 83,644 89,871

有 形 固 定 資 産 241,857 247,127
建 物 84,283 86,851
土 地 140,550 140,550
その他の有形固定資産 17,023 19,725

無 形 固 定 資 産 109,118 108,458
ソ フ ト ウ ェ ア 1,549 888
その他の無形固定資産 107,569 107,569

繰 延 税 金 資 産 35,062 32,124
貸 倒 引 当 金 △ 165,420 △ 183,128

（うち個別貸倒引当金） （△ 143,843） （△ 160,766）

資 産 の 部 合 計 48,967,611 49,246,323

科 目 金　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末
預 金 積 金 46,853,593 47,140,604

当 座 預 金 30,332 90,360
普 通 預 金 25,591,304 25,743,204
貯 蓄 預 金 27,954 36,194
定 期 預 金 18,424,498 18,672,444
定 期 積 金 2,277,592 2,352,941
そ の 他 の 預 金 501,911 245,458

そ の 他 負 債 83,777 104,885
未 決 済 為 替 借 39,634 50,818
未 払 費 用 19,035 16,705
給 付 補 塡 備 金 1,518 1,427
未 払 法 人 税 等 17,545 6,223
前 受 収 益 1,178 792
払 戻 未 済 金 ─ 23,775
そ の 他 の 負 債 4,866 5,142

賞 与 引 当 金 21,305 21,313
退 職 給 付 引 当 金 103,475 111,149
役員退職慰労引当金 45,164 41,765
睡眠預金払戻損失引当金 318 318
偶 発 損 失 引 当 金 401 499
再評価に係る繰延税金負債 23,305 23,305
負 債 の 部 合 計 47,131,340 47,443,842
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 743,536 739,166

普 通 出 資 金 743,536 739,166
利 益 剰 余 金 1,099,079 1,061,971

利 益 準 備 金 520,124 505,585
その他利益剰余金 578,954 556,385

特 別 積 立 金 421,000 411,000
当期未処分剰余金 157,954 145,385

組 合 員 勘 定 合 計 1,842,615 1,801,138
その他有価証券評価差額金 △ 66,340 △ 58,651
土地再評価差額金 59,994 59,994
評価・換算差額等合計 △ 6,345 1,343
純 資 産 の 部 合 計 1,836,270 1,802,481
負債及び純資産の部合計 48,967,611 49,246,323

損益計算書 （単位：千円）

科 目 令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末
経 常 収 益 328,496 610,034

資 金 運 用 収 益 289,125 555,049
貸 出 金 利 息 257,467 501,599
預 け 金 利 息 14,096 22,276
有価証券利息配当金 11,652 25,263
その他の受入利息 5,909 5,909

役 務 取 引 等 収 益 13,256 28,083
受入為替手数料 5,660 12,418
その他の役務収益 7,595 15,664

そ の 他 業 務 収 益 8,091 10,767
その他の業務収益 8,091 10,767

そ の 他 経 常 収 益 18,024 16,134
貸倒引当金戻入益 17,707 16,134
その他の経常収益 316 ─

経 常 費 用 265,043 563,721
資 金 調 達 費 用 4,118 5,617

預 金 利 息 3,741 4,598
給付補塡備金繰入額 376 744
借 用 金 利 息 ─ 74
その他の支払利息 ─ 199

役 務 取 引 等 費 用 18,227 37,596
支払為替手数料 4,078 8,103
その他の役務費用 14,148 29,493

そ の 他 業 務 費 用 8 51
その他の業務費用 8 51

経 費 242,545 519,513
人 件 費 171,541 372,140
物 件 費 64,420 132,955
税 金 6,583 14,418

そ の 他 経 常 費 用 143 941
その他の経常費用 143 941

経 常 利 益 63,452 46,312

科 目 令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末
特 別 利 益 27 90

固 定 資 産 処 分 益 27 90
特 別 損 失 ─ 0

固 定 資 産 処 分 損 ─ 0
税引前当期純利益 63,480 46,403
法人税、住民税及び事業税 18,809 6,853
法 人 税 等 調 整 額 ─ 2,750
法 人 税 等 合 計 18,809 9,603
当 期 純 利 益 44,670 36,799
繰越金（当期首残高） 113,284 108,585
当期未処分剰余金 157,954 145,385



有価証券の時価等情報  

「経営者保証に関するガイドライン」への対応について（令和6年4月～令和6年9月まで）
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借り入れや保証債務整理の相談
を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経
営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めていま
す。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

トピックス（令和6年4月～令和6年9月まで）
●取引先への支援
　 　当組合では、取引先への経営改善支援策として業務管理課に経営相談窓口を設置し、要注意債権等の健全化および不良債権の

新規発生防止のための体制整備に努めています。また、経営改善を必要としている取引先（14先）について、経営改善計画お
よび支援方針を決定し、経営改善のノウハウ等の提供を行っています。

●苦情相談窓口
　 　当組合では、お客様のご意見、ご要望、苦情等を大切にし、より良い組合作りのために苦情相談窓口を開設しております。

その他有価証券 （単位：百万円）

種　　類
令和6年9月末 〈参考〉令和6年3月末

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え る も の

株 式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債 券 1,006 1,000 6 1,410 1,399 10

国 債 ─ ─ ─ 100 99 0
地 方 債 200 200 0 201 200 1
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 805 800 5 1,109 1,100 9

そ の 他 ─ ─ ─ ─ ─ ─
小 計 1,006 1,000 6 1,410 1,399 10

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

株 式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債 券 2,216 2,298 △ 81 2,020 2,097 △ 77

国 債 168 198 △ 29 173 197 △ 24
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 2,048 2,100 △ 51 1,847 1,900 △ 52

そ の 他 83 100 △ 16 85 100 △ 14
小 計 2,300 2,398 △ 97 2,106 2,198 △ 92

合 計 3,306 3,398 △ 91 3,517 3,598 △ 81
（注）1.	貸借対照表計上額は、令和6年9月末における市場価格等に基づいております。

2.	上記の「その他」は投資信託です。
3.	時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

  

満期保有目的の債券
　該当事項なし

神奈川県歯科医師信用組合
《https://www.shikashin.co.jp》
〒231－0013　横浜市中区住吉町6‐68‐2
TEL045（641）2904（代）




